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表紙写真：

　弊社の省エネ診断システムは，プラントの CO2排出量削減に貢献します。断熱材の劣化による熱ロスや CO2排出量を見える化・
数値化し，得たデータから最適な対策提案，さらに実際の施工・改善効果の確認まで One-Stopで提供するという他社に類のない特
色を持っています。
　詳細は p16【技術レポート】をご覧ください。

① サーモグラフィを搭載したドローン

② ドローン撮影画像例
　 高所や危険を伴う箇所の熱測定にド
ローンの使用を開始しました。迅速・
安全な撮影が可能で，高所からプラ
ント全体を俯瞰し，温度異常箇所を見
つけることができるなど応用範囲も広
がっています。

① ②
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のような状況を改善するためには，耐火被覆工事
の省力化および施工環境の改善に直接寄与する技
術開発が必要であると言える。
　一般的な大型事務所ビルを想定した場合，耐火
被覆工事における柱と梁の比率は15：85程度，大梁
と小梁の比率は半々と言われている。そのため，梁
の耐火被覆を対象として省力化工法を開発するメ
リットは大きいと言える。
　一方，現行の耐火構造の認定に関わる耐火試験
において，鉄骨梁の試験体に用いる鋼材は，H-400

×200×8×13mmが標準とされている1）。当該断面
で要求性能を満足することが確認されて認定を取
得すると，当該断面以上の鉄骨梁に対しても同じ
被覆厚さを適用することになる。しかし，この標準
の断面よりも断面積の大きい鋼材であれば，耐火
被覆の厚さを薄くできる可能性が高い。
　本開発では，中高層鋼構造建築物を想定した場
合に汎用性の高い2時間耐火を主なターゲットと
し，耐火被覆材としては，乾式で粉じんの飛散が少
なく施工環境がクリーンで，施工が容易な耐熱
ロックウール製の巻付け耐火被覆材を対象とする
こととした。そして，従来よりも省力化が可能な耐
火被覆工法を開発することを目的として，材料と

　本開発では，巻付け耐火被覆材を用いた鉄骨梁
の耐火被覆工事の省力化を目的として，材料と工
法の両面から従来技術の改良を試みた。具体的に
は，鉄骨梁の熱容量の有効活用，火災時に温度上昇
しやすい下フランジの被覆のみの厚肉化，および
耐熱ロックウールの高密度化などに関して検討を
行った。その結果，耐火性能および省力化の観点か
ら，耐熱ロックウールの高密度化による薄肉化が
最も簡易で効果的であることが確認された。本開
発により，従来よりも被覆厚さを薄くした2時間耐
火および3時間耐火の認定を取得した。 

1．は　じ　め　に

1.1　背景と目的
　近年，大型事務所ビルなどの鋼構造建築物の建
設工事において耐火被覆工事がひっ迫し，工期に
影響するようなケースも生じている。その一つの
原因として，建設労働者数が減少の一途を辿る中，
耐火被覆工事に従事する耐火被覆工も減少を続け
ていることがあげられる。耐火被覆工事の環境は
過酷であることから，一度離職した耐火被覆工の
復職を期待することも難しいのが現状である。こ

省力化を目指した鉄骨梁耐火被覆工法の開発
～巻付け耐火被覆材の薄肉化～

寄稿

清水建設株式会社　技術研究所　森　田　　　武
髙　橋　圭　一
清　水　和　昭

設計本部　　近　藤　史　朗

本稿は，清水建設研究報告書第97号（2019年）に掲載されました鉄骨梁耐火被覆工法に関する報告書を抜
粋したものです。弊社の巻付け耐火被覆材「マキベエ®」高密度仕様品をご使用いただき，清水建設株式会社
殿において開発を進められました。なお，解析的検討や実験・施工試験のデータなどは，本稿では割愛して
おります。
出典元：清水建設研究報告書第97号，2019年12月，p85
https://www.shimztechnonews.com/tw/sit/report/vol97/pdf/97_009.pdf
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および実験においても式（1）で定義される加熱
温度－時間関係を採用している。

　T ＝ 345log10(8t＋1)＋20 （1） 

ここに，Tは加熱温度（℃），tは経過時間（分）
である。 

　鉄骨梁の耐火性能の評価は非損傷性によって行
われており，常温時における長期許容応力度に相
当する応力度が断面に生じるように載荷しながら
試験した場合に，梁の最大たわみ量および最大た
わみ速度が，次の値以下であることとされている1）。

　最大たわみ量（mm）：L2/400d （2） 
　最大たわみ速度（mm/分）：L2/9000d （3）
 

ここに，Lは試験体の支点間距離（mm），dは試
験体の構造断面の圧縮縁から引張り縁までの距離
（mm）である。最大たわみ速度は，たわみ量が
L/30を超えるまで適用しないことになっている。
　一方，本開発では，載荷加熱実験および載荷を
行わない加熱実験の双方によって検討を行ってお
り，鉄骨梁下フランジの鋼材最高温度が550℃に
なるか否かも耐火性能の判断基準とした。550℃
を判断基準とした理由は，490N/mm2級（SM490，
SN490）の鋼材は550℃に達すると，高温降伏強
度が長期許容応力度を超え 2），鉄骨梁のたわみが
塑性変形によって急増する可能性が高まるからで
ある。そのため，非損傷性を満足した仕様であっ
ても，下フランジの鋼材最高温度が550℃を超え
るような場合には，非損傷性と鋼材最高温度の双
方から耐火性能の余裕度を判断した。

3．耐火性に関する検討

　初回の実験では，H-400×250×12×22mmを鉄
骨梁試験体の断面として選定することとした。 

3.1　2時間耐火・3時間耐火に関する実験的検討
3.1.1　使用した被覆材と試験体断面
　被覆材は，耐熱ロックウール製の巻付け耐火被覆

施工の両面から従来技術の改良を試みた。本報で
は，目標耐火性能を得るために試行錯誤を繰返し
て行った検討とその結果について報告する。

1.2　開発の概要
1.2.1　2時間耐火鉄骨梁
　通常使用されている厚さ40mmの巻付け耐火被
覆材（以下，被覆材という）の施工を省力化するた
め，材料面からは被覆材の薄肉化を検討した。工法
面からは，鋼材断面寸法，および加熱時に温度が上
昇しやすい下フランジの被覆を2層（以下，下フ
ランジ2層被覆という）とする仕様について検討を
行うこととした。具体的には，まず，厚さ20mm・か
さ比重0.08の被覆材で被覆した鉄骨梁の既往の耐
火試験の情報をもとに，2時間耐火の可能性を解析
的に検討した。解析的検討を受けて，厚さ20mmの
被覆材に関する実験的検討を行った。その結果，厚
さ20mmでは材料的な性能に限界があることが確
認されたため，厚さ25mm・かさ比重0.10の被覆材
での実験検討を進め，2時間耐火性能を達成した。

1.2.2　3時間耐火鉄骨梁
　2時間耐火向けに開発した厚さ25mmの被覆材
の適用範囲を拡げること，および通常使用されて
いる厚さ65mmの被覆材よりも被覆厚さを薄くす
ることを狙って検討を行った。具体的には，2時間
耐火の開発を踏まえて，下フランジに25mmの被覆
材を1枚張り付けて，その上から厚さ40mm・かさ比
重0.10の被覆材を巻き付ける下フランジ2層被覆，
および厚さ25mmの被覆材を2層に巻き付ける仕
様（以下，2層巻付け被覆という）に関して実験的検
討を行った。その結果，下フランジ2層被覆は性能
に余裕がなかったが，厚さ25mmの被覆材を用い
た2層巻付け被覆により3時間耐火性能を達成した。

2．�本開発における耐火性能の評価基準
と判断基準

　現行の耐火性能試験・評価は文献 1）に則って行
われている。部材に対する加熱温度－時間関係は
式（1）で定義されている。本開発における解析
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材である。被覆材は，鉄製の留付けピンを被覆材に
差し込み，ピン先端を鉄骨梁に溶接して留め付けた。
　図1に試験体の断面模式図を示す。2時間耐火試
験体の被覆断面形状は，1層巻付け被覆と下フラン
ジ2層被覆の2種類であり，3時間耐火試験体は2層
巻付け被覆の1種類である。1層巻付け被覆と2層巻
付け被覆は，一般的な箱張り形式の被覆断面形状
である。下フランジ2層被覆は，下フランジ下面に
1層分の被覆材（以下，下張りという）を留め付けた
後，1層巻付け被覆を上張りとして施したものであ
る。下張りは，下フランジの小口を巻き込むように
留め付けることによって，下フランジ下面と小口
面からの熱侵入を抑制する形とした。

3.1.2　実験方法
　実験は，載荷加熱実験または載荷しない加熱実

験のいずれかで行った。載荷加熱実験は，2章で述
べたとおり，断面に長期許容応力度に相当する応
力度が生じるように載荷しながら加熱するもので
ある。具体的には，加熱前に，鉄骨梁試験体の支点
間（5400mm）を3等分した2箇所に鉛直荷重を載荷
してスパン中央の断面に長期許容曲げモーメント
を作用させ，加熱中および加熱後3時間以上の間，
当該鉛直荷重を一定に保持した。ただし，試験体が
荷重支持能力を失うなどの変状をきたした場合に
は，その時点で加熱を中止した。

3.1.3　試験体の種類
　表1に試験体の一覧を示す。実験は表の試験体番
号順に進めた。

図1　試験体断面模式図
注） 図中の赤点は鋼材温度測定位置（上フランジ2箇所，ウェブ2箇所，下フランジ3箇所）を示す。 

（a）1層巻付け被覆（2時間耐火） （b）下フランジ2層被覆（2時間耐火） （c）2層巻付け被覆（3時間耐火）
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表1　試験体種類（No.1 ～ No.4：2時間耐火，No.5：3時間耐火）

No. 鋼材断面※1 Hp/A 
（m－1）

被覆材 留付け方法
床版※4

厚さ 
（mm）

かさ
比重

被覆
断面形状

留付け位置/ピン本数※2（本）
/ピン長（mm）

折返し※3

（mm）

1 H-400×250×12×22 68.8 20 0.09 1層巻付け 上/4/15，下/0 20 ALC

2 H-400×250×12×22 68.8 20 0.10 1層巻付け 上/5/15，下/3/15 20 ALC

3 H-400×200×12×22 76.5 20 0.10 下フランジ
2層

下張り：下上/2/15
上張り：上/5/15，下/3/32 20 RC

4 H-400×200×12×22 76.5 25 0.10 1層巻付け 上/4/15，下/0 25 ALC

5 H-400×200×12×19 83.7 25×2 0.10 2層巻付け 下張り：上/3/15
上張り：上/4/32，下/3/32

下張り：0
上張り：20 RC

※1 鋼種：No.1～ No.4（SM490A），No.5（SN490B）
※2 ［留付け位置］上：上フランジ小口，下：下フランジ小口，下上：下フランジ上面
  ［留付け方法］ ピン2本を用いて，働き幅915mmに対して両端目地から50±5mmの位置で被覆材を留付け，残りのピンを用いて，両端留付け位置の

内側をほぼ等間隔になるように被覆材を留付けた。
※3 上フランジ小口と床版の入隅部での被覆材の折返し長さ
※4 ALC：軽量気泡コンクリート（厚さ100mm，気乾状態），RC：鉄筋コンクリート（厚さ100mm，気乾状態）
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3.1.4　実験結果および考察
　各試験体の実験結果と考察を実験検討の流れに
沿って以下に記す。なお，本項に示した鋼材温度，た
わみ量およびたわみ速度に関する実験結果は，試
験体のスパン中央位置で測定されたものである。
1）試験体No.1

　簡易な1層巻付け被覆での性能確認を行うため，
載荷加熱実験を実施した。 
　たわみが大きくなったため，加熱開始後84分に
鉛直荷重を除荷して加熱を継続したが，94分に被
覆材が脱落して鋼材温度が急激に上昇したため，
加熱を中止した。被覆材の脱落は，加熱にともなっ
て被覆材が脆弱化し，自重を支持できなくなった
ためと考えられた。 
2）試験体No.2

　No.1で被覆材が脱落したことから，耐熱性を上
げるために被覆材のかさ比重を0.10とし，かつ留
付けピンの本数を増やして，加熱実験を行った。
　120分間の加熱中および加熱後の冷却期間中に
被覆材の脱落は生じなかった。しかし，鋼材最高温
度は，下フランジで645℃，断面平均が629℃とな
り，耐火性能の判断基準である550℃を大きく超え
る結果となった。
　この結果から，1層巻付け被覆では2時間耐火性
能の実現が困難だと判断した。
3）試験体No.3

　No.2の実験結果および解析結果（本稿，割愛）か
ら，下フランジを2層被覆として下フランジの温度
上昇を抑制するとともに，梁上の床版をALC版よ
りも熱容量の大きい鉄筋コンクリート版にして上
フランジの温度上昇を抑制することを狙った。鋼
材断面をH-400×200×12×22mmとして試験体を
製作し，加熱実験を行った。
　120分間の加熱中および加熱後の冷却期間中に
被覆材の脱落は生じなかった。また，鋼材最高温
度は，下フランジで573℃，上フランジで426℃，断
面平均が539℃となり，温度上昇抑制対策の効果
が認められた。しかし，ウェブの最高温度が614℃
となり，下フランジとともに550℃を超えた。一
方，最大たわみ量は－80.6mm，最大たわみ速度は
－3.4mm/分であり，非損傷性は満足した。このよ

うに非損傷性は満たしたものの，下フランジ2層被
覆としても下フランジとウェブの鋼材温度が
550℃を超えたことから，厚さ20mm・かさ比重0.10

の被覆材では，余裕のある2時間耐火性能を実現す
ることが難しいと判断した。
4）試験体No.4

　No.1～No.3の実験結果を受けて，厚さ25mm・か
さ比重0.10の被覆材を用いた1層巻付け被覆に
よって2時間耐火を狙うことにした。鋼材断面は試
験体No.3と同じH-400×200×12×22mmとして試
験体を製作し，載荷加熱実験を行った。 
　120分間の加熱中および加熱後の冷却期間中に
被覆材の脱落は生じなかった。鋼材最高温度は，下
フランジで534℃，断面平均が502℃であり，判断基
準の550℃以下を満足した。また，最大たわみ量は
－69.9mm，最大たわみ速度は－2.4mm/分であり，
非損傷性も満足した。
5）試験体No.5

　No.4の実験において，厚さ25mm・かさ比重0.10

の被覆材が耐熱性能と断熱性能の双方で良好な結
果が得られたことから，当該被覆材の汎用性を拡
げるために，被覆仕様を2層巻付け被覆として，3時
間耐火への適用を検討することにした。試験体の
鋼材断面は，認定取得後の汎用性を考慮して，
H-400×200×12×22mmよりも断面積の小さい
H-400×200×12×19mmとした。No.5の耐火性能
は載荷加熱実験によって確認した。
　図2に鋼材温度の測定結果を，図3にスパン中央
のたわみ量とたわみ速度の測定結果を示し，図4に
実験前後の試験体の状況を示す。180分間の加熱中
および加熱後の冷却期間中に被覆材の脱落は生じ
なかった。鋼材最高温度は，下フランジで504℃，
ウェブで451℃，断面平均が435℃であり，判断基
準の550℃以下を満足した。また，最大たわみ量は
－45.1mm，最大たわみ速度は－1.5mm/分であり，
非損傷性も満足した。

3.2　耐火性に関するまとめ
　被覆材の厚さと被覆断面形状に関して検討を
行った結果，厚さ25mm・かさ比重0.10の被覆材を
使用した1層巻付け被覆で2時間耐火性能が達成す
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ることができた。また，厚さ25mm・かさ比重0.10の
被覆材を使用した2層巻付け被覆で3時間耐火性能
を達成することができた。

4．施工性の検討

4.1　施工試験による作業効率の検討
4.1.1　試験概要
　開発した厚さ25mm・かさ比重0.10の被覆材の
施工性を確認するため，施工中の鋼構造建築物に
おいて施工試験を行った。本試験では，比較のた
めに，厚さ40mm・かさ比重0.90の被覆材につい
ても施工試験を行った。

4.1.2　試験方法
　施工試験に供した鉄骨梁（大梁）の鋼材断面は
WH-900×400×12×25mmである。被覆材1種類
あたりの施工範囲は長さ約5250mmであり，小梁と
の接合部が1箇所含まれている。この施工範囲に幅
925mmの被覆材5枚を箱張り形状の1層巻付け被
覆で施工することとした。本試験では，作業に要す
る時間を計測し，施工性に関する分析を行った。

4.1.3　試験結果および考察
　試験結果を表2に示す。
　本施工試験の結果から，厚さ40mmの被覆材に
対する厚さ25mmの被覆材の施工時間は，一般部
で5％程度，接合部で10％程度短縮できることが
把握された。また，作業台車の移動・昇降および
被覆材の積込みに要する時間には両者の間に差は
ないと判断される。

4.2　運搬効率に関する検討
　被覆材は製作工場でロール状に梱包され被覆材
面積に換算すると，厚さ25mmでは7.3m2となり，
40mmでは5.5m2となる。運搬車両1台当りに積み
込めるロール数は厚さ25mmと40mmで同数であ
ることから，厚さ25mmの運搬効率は40mmに比
べて1.3倍程度向上する。

4.3　施工性に関するまとめ
　今回の施工試験では，5枚分の被覆材の巻付け
作業を行って施工時間を計測したが，実際の施工
では，施工数量が本施工試験よりも圧倒的に多く
なる。そのため，施工時間や運搬効率の面から，

図4　試験体No.5：実験前後の状況

実験前 実験後 梁中央被覆 目地・留付け 

図2　試験体No.5：鋼材温度測定結果
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耐火被覆工事の省力化における，厚さ25mmの被
覆材のメリットがさらに大きくなることが期待さ
れる。

5．お　わ　り　に

　鉄骨梁の耐火被覆工事の省力化を目的として，
解析および実験による検討を行い，材料と工法の
両面から従来技術の改良を試みた。その結果，厚
さ25mm・かさ比重0.10の耐熱ロックウール製巻
付け耐火被覆材を用いて，2時間耐火では1層巻
付け被覆，3時間耐火では2層巻付け被覆を行う
ことにより，従来よりも薄い被覆厚さで所要の耐
火性能を満足することができた。そして，これら
の成果をもとに，2時間および3時間の耐火構造
認定を取得した。
　また，耐火被覆工事の省力化については，3時
間耐火の2層巻付け被覆に関する検討は今後の課

題であるが，2時間耐火の1層巻付け被覆に関し
ては従来よりも作業が省力化され，かつ運搬効率
も上がることが確認できた。
　耐火被覆の薄肉化は，耐火被覆工の負担を減ら
すだけでなく，梁貫通孔の有効径の拡大や，天井
高さの確保あるいは天井内の有効スペースの確保
にも有効であり，本開発成果が耐火被覆工事にお
いて広く適用されることを期待したい。

謝　　辞
　本開発は，ニチアス株式会社と共同で実施した。
ご協力いただいた関係各位に対して，ここに謝意
を表します。

参 考 文 献

1） 例えば 一般財団法人日本建築総合試験所：防耐火性能試験・
評価業務方法書（8A-103-01（Rev.2.3）），2016

2） 一般社団法人日本建築学会：構造材料の耐火性ガイドブック，
2017

表2　施工試験結果

被覆材寸法
厚さ/幅
（mm）

かさ
比重

留付け位置/
ピン本数※1（本）/
ピン長（mm）

施工時間※2

上段：計測値（秒），下段：施工時間比率（％）
被覆材1枚当たりの
施工時間（秒）

一般部 接合部 その他 合計 一般部 接合部

25/925 0.10 上/4/15，下/3/15
370 405 280 1055

93 405
35 38 27 100

40/925 0.09 上/4/32，下/3/32
390 450 270 1110

98 450
35 41 24 100

※1 ［留付け位置］上：上フランジ小口，下：下フランジ小口
  ［留付け方法］ピン2本を用いて，働き幅915mmに対して両端目地から50±5mmの位置で被覆材を留付け，残りの本数ピンを用いて，両端留付け

位置の内側をほぼ等間隔になるように被覆材を留付けた。
※2 一般部：付帯物のない梁部分，接合部：小梁接合部，その他：作業台車の移動・昇降および被覆材の積込み
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維培地です。
①軽量
　一般的に使われている培土の比重は1程度であ
るのに対し，ロックウール培地は0.08程度と非常
に軽量です。特に水稲育苗マットは，培土の準備
や苗を運ぶ作業の労力軽減が期待できます。

②品質と供給の安定性
　培地の多くは天然物を使用するため，採取場所，
時期，処理工程により品質や供給にバラツキが生
じることがありますが，ロックウール培地は工業
製品であるため，品質，供給が安定しています。

③保水量
　ロックウール培地は繊維の集まりで，繊維間の
空間に水を含むことができます。図2は各種培地
の単位体積当たりの最大保水量を比較した結果
です。ロックウール培地は体積とほぼ同量の水を
保持することができ，他の培地に比べて保水量が
多いことがわかります。

④栽培管理が容易
　ロックウール培地は作物が必要な養分の吸着や

1．は　じ　め　に

　ロックウールは，建物の耐火被覆材，住宅の断
熱材，プラントの保温材などだけでなく，農業用
途にも利用されています。特に施設園芸分野では
トマトなどを栽培する「培地」として使われてい
ます。本稿では，日本ロックウール㈱で取り扱っ
ている農業用ロックウール製品についてご紹介し
ます。

2．概　　　要

2.1　農業用ロックウール製品とは
　作物の栽培には，土が必須だと思われるかもし
れませんが，必ずしもそうではありません。農業
用ロックウール製品は，土の代わりにロックウー
ルを養水分の保持，根域形成による植物体の支持
などの役割を持つ培地として使います（図1）。

2.2　特長
　ロックウール培地は以下の特長を備えた無機繊

農業で使われるロックウール製品

日本ロックウール株式会社

製品紹介

図2　各種培地の最大保水量（日本ロックウール㈱調べ）
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いきます。床土に培土を使った苗の重さは6kg程
度ですが，水稲育苗マットを使うと4kg程度とな
ります（図4）。苗の重さが軽くなることで，生産
者が苗を運ぶ労力を軽減できます。また，ロック
ウール培地は保水量が多く，かん水頻度を減らす
ことができるため，育苗作業の省力化が期待でき
ます。水稲の生育にはケイ酸が必須要素です。ロッ
クウール培地の主成分がケイ酸であることもメ
リットの一つです。

溶出がほとんどなく，また有機培地のように腐敗
しないため，施肥管理が容易で，栽培期間を通じ
て安定した栽培が可能です 1）。またロックウール
培地に保持される水の水分張力は低く，作物の根
が吸収しやすい状態で保持されているため，作物
が水分ストレスを受けることはほとんどありま
せん 1）。

3．製品の種類と使い方

3.1　製品の種類
　農業用ロックウール製品には，成型品と繊維品
があります。成型品はバインダーによって固めら
れたロックウール培地で，用途に合わせて所定の
寸法に加工したものです。一方，繊維品は，ロッ
クウールの繊維そのもので，使用時に用途に合わ
せた容器に入れて使います。また，用途や栽培作
物によって，大きく分けて水稲育苗用と養液栽培
用があります（表1）。水稲育苗用（製品名「こめ
パワーマット®」など）は，水稲育苗時に床土の
代替資材として使われています。養液栽培用（製
品名「やさいはな®」シリーズ，「カルチャーマッ
ト®」，細粒綿など）は，トマトやパプリカなどの
果菜類，小ネギやホウレンソウなどの葉菜類の栽
培に使用されています。

3.2　水稲育苗マット
　水稲育苗マットは，床土の代わりとして使う製
品です（図3）。育苗箱に水稲育苗マットを敷いて，
かん水後，種もみを撒き，覆土をかけて育苗して

表1　製品一覧

形状 用途 製品名 主な栽培作物 栽培段階

成型品

水稲育苗用 水稲育苗マット
（こめパワーマットなど） 水稲 育苗

養液栽培用

カルチャーマット 小ネギ，レタス等 播種床，育苗

やさいはなブロック トマト，レタス等 播種床，育苗

やさいはなポット トマト，パプリカ，バラ等 育苗

やさいはなベッド トマト，パプリカ，バラ等 本圃

繊維品
細粒綿・ベストミックス3号 イチゴ，ガーベラ等 育苗，本圃

微粒綿 ホウレンソウ等 播種床，育苗

図3　水稲育苗マット苗

図4　水稲育苗マット苗と土苗の重量比較

育苗箱 育苗箱

床土

水

水

種もみ

水稲育苗
マット

覆土

覆土

水稲育苗マット苗
4290g

土苗
6150g

種もみ
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3.3　「カルチャーマット®」
　「カルチャーマット®」は，小ネギやホウレンソ
ウの栽培に使われています。シート状のロック
ウールにスリット加工を施し，300個の連続した
ブロックに分割，表面に穴を開け加工した製品で
す（図5）。「カルチャーマット®」に播種し，発芽
したものを一定期間育てた苗を，水耕栽培設備に
定植します。定植後，所定の大きさまで生長した
作物を収穫します。
　「カルチャーマット®」は吸水性に優れ，水分が
均一に行き渡りやすいため，発芽揃いなどの向上
が見込め，種子や培地のロスが低減できます。また，
繊維方向が縦に配列されているため，収穫後の根
飛ばしが容易にでき，収穫物の調整などの作業性
の向上が期待できます。

3.4　「やさいはな®」シリーズ
　「やさいはな®」シリーズは，トマト，パプリカ
などの果菜類，バラなどの花卉類の栽培に使われ

ています。作物の種類や栽培段階に応じて，製品
種類や寸法が変わります。ここでは，トマトの栽
培を例にご説明します。図6に使用方法の概略を
示しました。「やさいはな® ブロック」に種を撒き，
発芽させます。発芽したものを「やさいはな® ポッ
ト」に移植し，育苗します。その後，大きくなっ
た苗を「やさいはな® ベッド」に定植して，収穫
となります。このようにトマトの生長に合わせて，
徐々に大きい培地に移行していきます（図7）。栽
培期間中は，ロックウール培地に肥料を溶かした
水を与えることで，養分と水分を供給します。前
述のとおり，ロックウール培地中の養水分は作物
が利用しやすい形態で保持されているため，栽培
管理が容易にできます。

3.5　繊維製品
　繊維製品は粒状綿を，さらに細かい粒状に加
工したもので、用途により粒の大きさが異なり

図5　「カルチャーマット」の外観 図7　定植直後のトマト苗

やさいはなポット

やさいはなベッド

図6　「やさいはな」シリーズの使い方の概略

「やさいはなブロック」

種子 発芽

「やさいはなポット」

育苗

「やさいはなベッド」

定植

収穫

移植
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ます（図8，表2）。細粒綿は2～ 11mmの粒径で，
ポリポットやプランターに詰めて，主にイチゴ
の高設栽培に使われています（図9）。微粒綿は
1～ 6mmの粒径で，セルトレイに充填し，ホウ
レンソウなどの葉菜類の播種培地として使われ
ています。
　「ベストミックス® 3号」は細粒綿にピートモス
等を混合した培地で，細粒綿と同じ用途の他，花
等の栽培に使われています。細粒綿単体では使用
時にpH調整が必要な場合がありますが，配合さ
れているピートモスにより作物に最適なpHとなっ
ています。

4．�宇宙で活躍する農業用ロックウール
製品

　「やさいはな® ブロック」や「カルチャーマット®」
は，国際宇宙ステーションでの植物栽培実験で使
われました 2），3）。ロックウール培地は，無機物で
微生物を含まず安定している軽量な培地で，繊維
構造のため打ち上げ時の振動に対しても種子を
しっかりと保持することができることから，採用
されています。また，宇宙空間では給水方法が限
定されるため，水の浸透・拡散性そして保水性が
良好で，植物の発芽・生育の均一性・再現性が高
いことも採用の理由となっています。

5．お　わ　り　に

　本稿では，農業用ロックウールの各種製品につ
いてご紹介しました。現在は，農業用ロックウー
ルの成型品を国内で製造しているのはニチアスグ
ループのみとなっています。国産である利点を生
かし，安定した製品供給を続け，今後も農業の発
展に貢献してまいります。
　なお，農業用ロックウール製品に関するお問い
合せは，日本ロックウール株式会社農材営業部
（03-4413-1223）までお願いいたします。

参 考 文 献

1） 社団法人日本施設園芸協会・日本養液栽培研究会：養液栽
培のすべて，誠文堂新光社，p.30・p.144（2012）．

2） JAXA HP　https://humans-in-space.jaxa.jp/biz-lab/kuoa/
ssaf/

3） 日本ロックウールHP　http://www.rockwool.co.jp/topics/1874.
html

＊ 「こめパワーマット」「カルチャーマット」「やさいはな」
「ベストミックス」は，ニチアス㈱，日本ロックウール㈱
の登録商標です。
＊ 本稿の測定値は参考値であり，保証値ではございません。

図9　細粒綿でのイチゴの育苗

製品名 粒径
(mm) 備考

細粒綿 2～ 11

微粒綿 1～ 6

ベストミックス 3号 ― 細粒綿にピートモス等を混合

表2　繊維製品の性状

図8　農業用ロックウール製品（繊維製品）

微粒綿

細粒綿

ベストミックス3号
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弊社は，2000年に新日化ロックウール㈱の営業部門等が，住友金属工業㈱のロックウール事業の営
業部門と統合し，設立されました。その後，2005年にニチアスグループの一員となり，2010年にニ
チアス㈱の完全子会社になりました。ニチアスグループの㈱君津ロックウールおよび㈱堺ニチアスで
製造したロックウール製品を販売しています。
これからも，建築用・農業用ロックウール製品を通じて，「人と自然の未来に向けて」をモットー
に，社会に貢献してまいります。

沿革・概要

会社概要

商　号 日本ロックウール株式会社

設　立 2000年10月1日

資本金 300百万円

社員数 31名（2022年1月現在）

本社・東京支店
〒104-0042
東京都中央区入船2-1-1　住友入船ビル3F
TEL（03）4413-1221
札幌支店
ニチアス 札幌営業所内
名古屋支店
ニチアス 名古屋支社内
大阪支店
ニチアス 大阪支社内
九州支店
ニチアス 九州支社内

http://www.rockwool.co.jp
®を付したものはニチアス㈱，日本ロックウール㈱の登録商標です。

私はロックウールちゃん
ロックウール工業会のキャラクターです

製品紹介
建築資材

エスファイバー® 粒状綿
不燃，耐火，吸音など優れ
た特性があり，主にビルや
倉庫の耐火被覆材として使
われています。

ホームブローウール®

住宅用吹込みロックウー
ル断熱材で，複雑な形状
の屋根裏等でも隙間な
く施工できる特長があり
ます。

農業資材

こめパワーマット®

床土の代わりに苗箱に敷
くマットで，土の苗に比べ
て軽くなるため，水稲生
産者から大好評です。

やさいはな®

ベッド・ポット
土を使わない養液栽培の
培地です。
トマトやパプリカ，バラの
栽培に使われています。
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2．カンプロファイルガスケットとは

2.1　構造
　カンプロファイルガスケットは，金属リングの
両面に特殊設計した山溝構造を同心円状に施し，
柔軟性に優れた表層材を貼り付けたガスケットで
す（図2）。

　金属本体の山部は頂上がフラット形状になってお
り，フランジで締め付けた際は図3に示すように溝
には表層材が流れ込み，山部は荷重が集中するた
め，小さな締付力でも優れたシール性を発揮します。

1．は　じ　め　に

　ガスケットは配管や機器などのフランジに締め
付けられて使用され，石油精製・石油化学，造船，
電力，鉄鋼などあらゆる分野で流体の漏れを防ぐ
重要な役割を担っています。
　このたび，従来品よりも耐熱性が大幅に向上した
最高使用温度 1000℃のTOMBOTM No.1891-NM

「カンプロファイルガスケット」（以下NMカンプロ）
を開発いたしました（図1）。TOMBOTM No.1838R-

NM「ボルテックス® ガスケット -NM」と同じく弊
社が独自開発した耐熱性，シール性に優れるNM

シートを使用したガスケットです。
　本稿では「NMカンプロ」の主な特長について
ご紹介いたします。

超高温用ガスケット
TOMBOTM No.1891-NM

「カンプロファイルガスケット」

工業製品事業本部　配管・機器部品技術開発部

新製品紹介

図1　NMカンプロの外観（構造を表すため表層材を一部剥離）
 金属本体 

表層材（NMシート）  

図2　一般的なカンプロの断面図イメージ

表層材

金属本体

図3　締付時の断面図イメージ

表層材

金属本体

荷重が集中
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配管ラインの漏れを確認することがあります（石
けん水発泡法）。そのため，常温シール性は漏れ
量の合否判定基準を石けん水発泡法の検出限界
（3.0×10－4 Pa･m3/s）として評価しました。
　試験結果を図5に示します。図5の S1，S5，
S8，S11は図4横軸のステップ数に対応しています。
NMカンプロ，市場流通品はともに締付圧を加え
ていくと表層材がシール面になじむことで，判定
基準以下の漏れ量となっています。NMカンプロ
は市場流通品と比較しても同等以上のシール性を
有しています。

2.2　弊社のラインアップ
　カンプロファイルガスケットは表1に示すよう
に表層材によって，3種類あり，流体や使用温度
によって使い分けています。「NMカンプロ」を
ラインアップすることで，使用可能な温度範囲を
大幅に広げることができました。

3．NMカンプロの特長

　新製品「NMカンプロ」は優れた常温シール性
や圧縮復元性を有しています。また，表層材が耐
熱性に優れており，高温条件でも長期間安定した
シール性を保ちます。また膨張黒鉛と異なり，硝
酸塩などの酸化性流体に対しても使用可能です。

4．特　性　評　価

　「NMカンプロ」の特性評価結果を示します。
　試験試料はNMカンプロと市場に流通している
最高使用温度1000℃のカンプロファイルガスケッ
ト（以下市場流通品）です。

4.1　常温シール性および圧縮復元性
　ガスケットとしての基本特性を評価するため，
JIS B 2490（管フランジ用ガスケットの密封特性
試験）を参考とした気密試験を行いました。この
試験では締付圧を段階的に変化させ，各ステップ
における基本漏れ量と圧縮変形量を測定していま
す。基本漏れ量から常温シール性を圧縮変形量か
ら圧縮復元性を評価しました。試験条件を表2お
よび図4に示します。
4.1.1　常温シール性
　実際にガスケットが使用される現場では，運転
前に石けん水をかけて発泡の有無を見ることで，

表1　カンプロファイルガスケットのラインアップ

TOMBO No. 表層材 最高使用温度

1891-NM NMシート 1000℃

1891-GR 膨張黒鉛シート※ 400℃

1891-TF PTFEシート 260℃

※ 流体が酸化性，ハロゲン化合物，支燃性ガスの場合はご使用になれま
せん。

表2　気密試験条件

寸法 ASME クラス300 2B

温度 常温（23±5℃）

流体 ヘリウムガス

内圧 4MPa

締付圧 図4による

漏れ量
測定方法 ヘリウムリークディテクターによる検知

判定基準 3.0×10－4［Pa･m3/s］
（石けん水発泡法の検出限界）

図4　気密試験条件
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図5　常温シール性
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4.1.2　圧縮復元性
　ガスケットの圧縮復元性も重要な特性の一つで
す。圧縮量が大きいほどフランジ面の凹凸によく
なじみ，復元量が大きいほどフランジ面に追従し
やすく，シール性を維持することができます。圧
縮復元の結果を図6に示します。NMカンプロは
市場流通品と比べて，S8からS11までの復元量が
大きいです。また復元時の常温シール性の結果を
表3および図7に示します。NMカンプロは締付圧
を低下させたS11の基本漏れ量が低いことから，
復元時のシール性にも優れていることがわかります。

4.2　高温シール性
　実際のフランジ締結部は運転時に加熱され，
運転停止中は常温まで冷却されるため加熱サイ

クルシール試験を行いました。加熱温度は
550℃，1000℃（製品の最高使用温度）の2条件
で実施しました。
4.2.1　加熱サイクルシール試験（550℃）
　試験条件を表4，試験結果を図8に示します。
「550℃で15時間加熱→常温へ冷却→シール試験
実施」を1サイクルとして3サイクル実施しました。
　NMカンプロは市場流通品と比べ安定して低い
漏れ量を保っており，550℃でも優れたシール性
を発揮すると言えます。

4.2.2　加熱サイクルシール試験（1000℃）
　試験条件を表5，試験結果を図9に示します。
　NMカンプロは，1000℃で加熱後も市場流通品
に対して同等以上のシール性を有しています。

図6　圧縮復元性
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図8　加熱サイクルシール試験（550℃）結果
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表3　復元量

試料 NMカンプロ 市場流通品

変位量
［mm］

S8 0.21 0.23

S11 0.17 0.22

復元量［mm］ 0.03 0.01

表4　加熱サイクルシール試験（550℃）条件

フランジ・ボルト材質 SUS316

ガスケット
仕様

寸法 ASME クラス300 2B

本体金属材質 SUS316

加熱条件
温度 550℃

加熱サイクル 15h×3サイクル

シール
試験条件

温度 常温

締付面圧 78.4N/mm2　

内圧 2.1MPa

流体 窒素ガス

増し締め なし

漏れ量測定方法 圧力降下法
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4.3　特性評価まとめ
　NMカンプロは常温シール性，高温シール性と
も良好で，市場流通品と同等以上の特性を有して
います。

5．製　品　仕　様

　NMカンプロの標準寸法を表6，設計値を表7，
使用範囲を表8に示します。

6．お　わ　り　に

　本稿では，最高使用温度が1000℃の超高温用
ガスケットTOMBOTM No.1891-NM「カンプロファ
イルガスケット」についてご紹介いたしました。
膨張黒鉛では酸化消失の恐れのある超高温領域や
酸化性の流体に対しても使用可能で，長期間安定
したシール性を保つ優れた製品です。
　今後ともお客さまのご要望にお応えできるよ
う，製品開発に努めていく所存です。ご意見・ご
要望などいただけますと幸甚です。
　なお本製品に関するお問い合せ・ご質問は工業
製品事業本部 配管･機器部品技術開発部までお願
いいたします。

＊「TOMBO」はニチアス㈱の登録商標または商標です。
＊「ボルテックス」はニチアス㈱の登録商標です。
＊本稿の測定値は参考値であり，保証値ではありません。

図9　加熱サイクルシール試験（1000℃）結果
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表6　NMカンプロの標準寸法

本体呼び厚さ［mm］ 2.3，4.0，5.0

本体幅［mm］ 10，12，15，20

最大外径［mm］ φ4000

表7　NMカンプロの設計値

ガスケット係数 m ［-］ 3.00

最小設計締付圧力 y ［N/mm2］ 44.8※

最小締付面圧 σ3

［N/mm2］
水系・油系流体 34.3

ガス系流体 78.4

許容締付面圧［N/mm2］ 450

※新規のフランジ設計にはy＝68.9［N/mm2］を適用してください。

表5　加熱サイクルシール試験（1000℃）条件

フランジ・ボルト材質 インコネル600

ガスケット
仕様

寸法 ASME クラス300 2B

本体金属材質 SUS316

加熱条件
温度 1000℃

加熱サイクル 30h→5h→65h→25h→25h

シール
試験条件

温度 常温

締付面圧 78.4N/mm2

内圧 加熱前：2.1MPa
加熱後：0.2MPa

流体 窒素ガス

増し締め あり

漏れ量測定方法 圧力降下法

表8　使用可能範囲

最高使用温度 1000℃

最高使用圧力
水系流体 油系流体

ガス系流体

クラス2500 クラス900
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　当社ではさらに省エネ対策の提案を行い，お客
さまの要望があれば，工事を実施し，施工効果の
事後診断を行い，対策効果の結果を報告する。
　当社の省エネ診断システムは，単に現状を測定
するだけでなく，対策の提案から施工・改善効果
の確認までOne-Stopで提供するという他社に類
のない特色を持つ。これは，診断業務で30年以上，
断熱材メーカーおよび工事業者として100年以上
の膨大な実績をベースとして生まれたものであ
る。断熱材の劣化具合を鑑みながら，熱ロス箇所
が『見える』，CO2排出量や熱ロス量が『分かる』，
それに加え，One-Stopで『対策できる』という 

3つの特長があり，次節以降にて解説する。

1．は　じ　め　に

　昨今，世界中で地球温暖化の問題から「カーボン
ニュートラル」や「CO2排出量削減」がキーワー
ドとなり，産業や業務のさまざまな局面で対応が
求められている。わが国でも取り組みが加速して
いるが，具体的にどのように対応すればいいのか，
各プラントで苦労している担当者も多いと聞く。
　このような声に対し，当社は省エネ診断・対策
製品・対策工事・効果確認までOne-Stopで行う『省
エネ診断システム』を勧めている。
　省エネ診断システムは，断熱材や断熱構造の
劣化（以降，断熱材の劣化）による熱ロスやCO2

排出量などを見える化・数値化し，得たデータ
から対象に最適な対策製品・工事などの対策提
案を行う。またお客さまに対策提案を合意いた
だければ，当社が対策し，実際の効果確認まで
行うものである。
　本稿では，「カーボンニュートラル」実現の第
一歩として推奨する省エネ診断システムの概要を
紹介する。

2．省エネ診断システム

2.1　省エネ診断システムの概要
　省エネ診断システムフローを図1に示す。まず，
最初に対象の確認として，対象仕様を把握し設
計時（新品時）の熱ロスを算出する。次に現地
で対象の表面温度分布を撮影し，得たデータを
解析後，現状を報告する。

技術レポート

図1　省エネ診断システムフロー

ニチアスの省エネ診断システム
〜プラントのCO2排出量削減に貢献〜

基幹産業事業本部　省力化推進室　　　　　　　　　兵　頭　賢　一
プラント技術部　環境対策課　　針　尾　直　志



〈技術レポート〉ニチアスの省エネ診断システム〜プラントのCO2排出量削減に貢献〜

ニチアス技術時報　2022 No. 2 17

　このように，サーモグラフィによって得られた
熱画像から，非破壊で断熱材の目地の開きや含
水といった箇所を推測，診断することができる。
　これまで述べてきたように，サーモグラフィを
用いることで断熱材の劣化箇所の推定はできる
が，断熱材の改修の是非を判断することは難しい。
そこで当社は豊富な診断実績やデータから，断熱
材の劣化具合毎に4つの断熱性能ランク（表1）
を設け，対策有無の目安としている。通常，表1
におけるCまたはDランク箇所は劣化がかなり進
行していると判断しており，対策を推奨している。
　この断熱性能ランク別に配管のライン図など
に色分けしマップ化することで，断熱材の劣化
状態が一目で分かる劣化マップを作成している
（図4）。この劣化マップによってメンテナンス優
先エリアを容易に設定でき，効果的かつ効率的
なメンテナンスを行うことができる。

2.2　熱ロス箇所が『見える』
　熱測定は通常，対象の表面温度分布を画像化
するサーモグラフィを利用して行う。コロナ禍で
目にすることも多くなったが，近年安価で簡便に
なり性能向上も著しい。しかし精度良く正確に測
定するには，対象との距離や角度，撮影環境，
対象表面の放射率などに注意を払う必要がある。
例えば外装材が放射率の低いSUSやアルミの場
合，外気温などの周囲環境の影響を受け易く測
定誤差が大きくなるなど注意が必要である。
　サーモグラフィを用いて表面温度分布を正し
く測定することで，温度異常箇所が周囲とは異
なる色あいで表示され，外観上目視で発見しに
くい断熱材の劣化箇所も容易に検知できる。例
えば，図2は試験配管に含水して性能劣化した断
熱材を，目地を開けて外装板で覆ったものであ
る。含水した箇所と，目地開きはサーモグラフィ
では温度異常（高温部）として容易に確認できる。
　図3は実際のプラント診断時画像だが，後日解
体時に確認したところ，図中破線部の温度異常
箇所の断熱材は診断どおり劣化していることが
わかった。

図2　サーモグラフィによる保温材診断イメージ
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図3　サーモグラフィによる熱画像例
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表1　断熱性能ランク
性能
ランク 保温材状態概略 当社の提案

A 健全 現状維持
B 断熱材の性能がやや低下 要経過観察
C 断熱材の性能がかなり低下

要対策
D 断熱材の性能が大幅に低下

断熱材として機能していない

図4　劣化マップ例

断熱性能ランクA
断熱性能ランクC

断熱性能ランクB配管
A

配管
B

道  路

断熱性能ランクD
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2.3　CO2排出量や熱ロス量が『分かる』
　サーモグラフィにより得られるデータは，撮
影した環境下でのものであり，同じ対象でも環
境が異なると（例えば夏と冬など）表面温度が
異なり，放熱量も異なる。当社では，30年以上
の経験・実績，独自のアルゴリズムにより，異
なる環境下で得られたデータでも熱ロス，CO2

排出量などを年間平均気温など，同一環境下に
おける値として精度よく換算できる。対象の総
面積や総延長などが分かっている場合は，年間
の概算CO2発生量や熱ロス量，原油量も提示で
きる。
　その他，熱量価格確定時には削減熱量の金額換
算を行っている。また，CO2削減効果の金額換算
を希望する場合は，社内炭素価格（ICP, Internal 

Carbon Pricing）を提示いただければ換算可能で
ある。

2.4　One-Stopで『対策できる』
　前述したとおり当社の省エネ診断システムは，
一般的な熱測定に加え，断熱材の劣化具合を判
定・マップ化し，省エネ対策提案と対策採用時
の予測効果を報告する。対策提案をお客さまに
合意いただければ対策を当社で実施し，対策後
の効果確認（施工箇所撮影・解析）まで行う。
診断から効果確認までOne-Stopで行うことで，
各プラントの要望に応じた柔軟な対応，安定し
た品質の確保，適切なアフターフォローといっ
たメリットを提供できる。
　対策法として近年，当社が独自に開発した増
し保温 ® 工法を推奨することが多くなっている。
増し保温 ® 工法は，劣化した既設保温材を取り外
さず，低下した既設断熱材性能を回復させる断
熱機能回復工法で，その概要を図5に示す。詳細
はニチアス技術時報No.387（2019年04号）「平
成30年度省エネ大賞経済産業大臣賞受賞エアロ
ジェル『増し保温 ®』工法による保温材熱ロス削
減」を参照されたい。
　次章は，省エネおよび CO2削減を目的に，
前述した増し保温 ® 工法を行った実施例を紹介
する。

3．増し保温® 工法でのCO2 削減例

　実施例を以下に記す。対象はドレン量が多く
なった断熱蒸気配管（けい酸カルシウム保温材）
で，外観は比較的きれいであった。
　最初に対象仕様などを確認し，熱測定で建設
時（新品時）の約3倍の熱ロスを確認した。補修
工事の提案にあたり，お客さまより運転を停止
したくないという要求が挙がった。そこで，断
熱機能の回復として増し保温 ® 工法を省エネ効果
の予測値とともに提案し採用された。当社で増
し保温 ® 工法を施工した後，熱測定し最終報告を
行った。CO2排出量推移を図6，施工前後の熱画
像を図7に示す。施工前のCO2排出量は建設時の
約3倍だった。施工後は建設時までには至らない
ものの，大きく削減されたことが分かる。さらに，
予測値とも大きな差はなく，精度よく予測がで
きたことを確認した。
　このように大変効果的な増し保温 ® 工法だが，
加えて施工時の性能が長期間続いていくという
メリットもある。そのイメージを図8に示す。増
し保温 ® をせず既設断熱材のままだと経年ととも
に性能劣化が進行し，最も劣化が進んだ状態（未
保温状態と同じ程度）が続くこととなる。一方，
増し保温 ® を行えば施工直後と同等には至らない

図5　増し保温工法概要
 

既設外装材

既設劣化保温材

番線で緊縛

パイロジェルXTE増し保温
新規外装材
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が，断熱材の機能は回復・維持されるため，長
期的なメリットは大きい。
　本章では配管での事例を紹介したが，タンクや，
機器などでも多くの実績があり，対応が可能である。

4．次世代の省エネ診断

　省エネ診断の対象となる配管や機器類は，高
所に配置されている場合もあり，足場の設置後
や高所作業車を用意し，サーモグラフィで熱測
定する場合が多い。しかし足場設置や高所作業
車の使用には都度費用がかかり，平地での熱測
定に比べて移動し辛く撮影効率が低下する。ま
た，高所作業となるため撮影の際に危険も伴う

が，保温材の熱ロスは配管上部に現れ易く，撮
影しないと熱ロスを見逃す場合もある。
　この問題解決のため，ドローン（図9）にサー
モグラフィを搭載し熱測定を行うことを開始して
いる。ドローンを使用することで，高所や危険を
伴う箇所も迅速・安全な撮影が可能となる。この
ドローンによって得られた熱画像を図10に示す。
　また，広いプラントにおいて，平地から温度異
常箇所を見つけるのに時間がかかる問題もある。
ドローンによる熱測定は，高所からプラント全体
を俯瞰し，温度異常になっている箇所を見つけ，
測定箇所を絞り込むことができる（スクリーニン
グ診断）など応用範囲も広い。
　ただし新しい手法のため，法規制や安全性の面，
解析時の放射率設定など各種の課題がある。豊富
な過去データを用いて速やかに調査できるようシ
ステムを構築しているところである。次世代の省
エネ診断を支える手法と認識しており，今後も推
進していく計画である。

5．お　わ　り　に

　わが国では2030年度までに，温室効果ガスの
排出量を2013年度比46％削減し，さらに50％削
減の高みに向け挑戦する決意を表明した。加え
て2050年までに，温室効果ガスの排出を全体と
してゼロにする，2050年カーボンニュートラル
を宣言した。

図7　増し保温工法施工前後の表面温度分布比較

 

 

 

 

施工前 施工後

図10　ドローン撮影画像例

013／15  
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高高 温温 部部

図9　ドローンの外観

図6　増し保温工法によるCO2排出量推移

建設時（新品時）

CO2排出量（t-CO2/年）

施工前実測値

施工後の効果予測値

施工後実測値

図8　増し保温工法による長期メリットイメージ
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　現状，CO2に代表される温室効果ガスの排出な
しに日常生活を営むためのエネルギーを得ること
はできないが，熱損失を極力抑え，効率的にエネ
ルギーを活用し，温室効果ガス排出を抑制するこ
とは可能である。断熱材は時間の経過とともに劣
化し，熱損失が大きくなる。そのため，断熱材の
状態を把握し，相応の対応をすることはカーボン
ニュートラルを目指す上で不可欠だ。
　本稿を参考に省エネ診断システムへの理解を少
しでも深めていただき，脱炭素社会の実現に向け
てご活用いただければ幸いである。

筆 者 紹 介

兵頭 賢一
基幹産業事業本部　省力化推進室

針尾 直志
基幹産業事業本部　プラント技術部　
環境対策課

トピックス

ENEX2022 第46回地球環境とエネルギーの調和展に出展しました

　2022年1月26日～ 28日に開催されたENEX2022 第46回地球環境とエネルギーの調和展（東京ビッグ
サイト）に出展しました。
　本展示会は，産官学連携による「省エネ・再エネ・エネマネで実現するカーボンニュートラル」をコン
セプトとした国内最大級の脱炭素・エネルギー総合展です。
　2050年カーボンニュートラルの実現に向け
て，見落とされがちな保温の省エネ対策とし
て，平成30年度省エネ大賞経済産業大臣賞（ビ
ジネスモデル分野）受賞の「エアロジェル増し
保温 ® 工法による保温材熱ロス削減」の保温材

「パイロジェル TM XTE」と工法のモデルを展示
しました。
　特に，屋外蒸気配管（熱輸送系配管）などへ
既設保温材・外装材を解体することなく，設
備稼働中でも施工可能な「増し保温 ® 工法」に
ついて，カーボンニュートラルに向けた省エ
ネ対策に多くの好評をいただきました。

＊ 「増し保温」はニチアス㈱の登録商標です。
＊ 「パイロジェル」はAspen Aerogels, Inc. の製品で同社の商標です。
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